
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
（Ａ）一分子中に少なくとも２個のアルケニル基を有するオルガノポリシロキサン　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量部、
（Ｂ）一分子中に少なくとも２個のケイ素原子結合水素原子を有するオルガノポリシロキ
サン（本組成物を硬化させる量）、
（Ｃ）白金系触媒（本組成物の硬化を促進させる量）、
（Ｄ）金属系導電性付与剤　　　　　　　　　　　　５０～５ ,０００重量部、
および
（Ｅ）界面活性剤の含有量が０ .３重量 %以下である球状シリコーンゴム粒子５～５００重
量部
から少なくともなる導電性シリコーンゴム組成物。
【請求項２】
（Ｂ）成分の含有量が、（Ａ）成分中のアルケニル基１モルに対して、（Ｂ）成分中のケ
イ素原子結合水素原子が０ .１～１０モルとなる量であることを特徴とする、請求項１記
載の導電性シリコーンゴム組成物。
【請求項３】
（Ｃ）成分の含有量が、（Ａ）成分と（Ｂ）成分の合計量に対して、（Ｃ）成分中の白金
金属が重量単位で０ .１～１０ ,０００ ppmとなる量であることを特徴とする、請求項１記
載の導電性シリコーンゴム組成物。
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【請求項４】
（Ｄ）成分が、導電性金属粉末、あるいは金属を蒸着またはメッキした微粉末であること
を特徴とする、請求項１記載の導電性シリコーンゴム組成物。
【請求項５】
（Ｅ）成分が、界面活性剤水溶液中にシリコーンゴム組成物を乳化した状態で硬化させた
球状シリコーンゴム粒子であることを特徴とする、請求項１記載の導電性シリコーンゴム
組成物。
【請求項６】
（Ｅ）成分が、界面活性剤を水洗により除去した球状シリコーンゴム粒子であることを特
徴とする、請求項１記載の導電性シリコーンゴム組成物。
【請求項７】
さらに、（Ｆ）反応抑制剤を、（Ａ）成分１００重量部に対して０ .００１～５重量部含
有することを特徴とする、請求項１記載の導電性シリコーンゴム組成物。
【請求項８】
さらに、（Ｇ）有機溶剤を、（Ａ）成分～（Ｅ）成分の合計１００重量部に対して０ .１
～１００重量部含有することを特徴とする、請求項１記載の導電性シリコーンゴム組成物
。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、金属系導電性充填剤および球状シリコーンゴム粒子を含有する導電性シリコー
ンゴム組成物に関し、詳しくは、前記ゴム粒子の配合による増粘が少なく、低硬度、低圧
縮永久歪の高導電性シリコーンゴムを形成できる導電性シリコーンゴム組成物に関する。
【０００２】
【従来の技術】
特開平３－１４６５５７号公報（米国特許第５ ,２２９ ,０３７号明細書）には、ジオルガ
ノポリシロキサン、平均粒子径が０ .１～５０μｍである球状シリコーンゴム粒子、金属
系導電性充填剤、および硬化剤からなり、低硬度、低圧縮永久歪の高導電性シリコーンゴ
ムを形成できる導電性シリコーンゴム組成物が開示されている。この球状シリコーンゴム
粒子は、一般に、シリコーンゴム組成物を界面活性剤水溶液中で乳化した状態で硬化させ
た後、これをスプレードライヤー等により乾燥して調製されるので、表面あるいは内部に
前記界面活性剤を含有するものであるが、これを配合して得られる導電性シリコーンゴム
組成物の粘度が増加し、さらに球状シリコーンゴムを高充填して、低圧縮永久歪の導電性
シリコーンゴムを作成しようとすると、得られる導電性シリコーンゴム組成物の粘度が著
しく増加し、均一な組成物を調製できないという問題がある。
【０００３】
また、特開２０００－３８５１０号公報（米国特許第６ ,０１７ ,５８７号明細書）には、
一分子中に少なくとも２個のアルケニル基を有するオルガノポリシロキサン、一分子中に
少なくとも２個のケイ素原子結合水素原子を有するオルガノポリシロキサン、白金系触媒
、金属系導電性充填剤、シリコーンゴム粒子、および有機溶剤からなり、前記導電性充填
剤を高充填して、高導電性シリコーンゴムを形成できる導電性シリコーンゴム組成物が開
示されている。しかし、このシリコーンゴム粒子は粉砕品で不定形であるが、これを配合
して得られる導電性シリコーンゴム組成物の粘度が増加し、さらに球状シリコーンゴムを
高充填して、低圧縮永久歪の導電性シリコーンゴムを作成しようとすると、得られる導電
性シリコーンゴム組成物の粘度が著しく増加し、均一な組成物を調製できないという問題
が同様にある。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
本発明者らは上記の問題に気付き、これを解決するために鋭意検討した結果、本発明に到
達した。
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すなわち、本発明の目的は、金属系導電性充填剤および球状シリコーンゴム粒子を含有し
、該ゴム粒子の配合による増粘が少なく、低硬度、低圧縮永久歪の高導電性シリコーンゴ
ムを形成できる導電性シリコーンゴム組成物を提供することにある。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
本発明の導電性シリコーンゴム組成物は、
（Ａ）一分子中に少なくとも２個のアルケニル基を有するオルガノポリシロキサン　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量部、
（Ｂ）一分子中に少なくとも２個のケイ素原子結合水素原子を有するオルガノポリシロキ
サン（本組成物を硬化させる量）、
（Ｃ）白金系触媒（本組成物の硬化を促進させる量）、
（Ｄ）金属系導電性付与剤　　　　　　　　　　　　５０～５ ,０００重量部、
および
（Ｅ）界面活性剤の含有量が０ .３重量％以下である球状シリコーンゴム粒子５～５００
重量部
から少なくともなることを特徴とする。
【０００６】
【発明の実施の形態】
本発明の導電性シリコーンゴム組成物を詳細に説明する。
（Ａ）成分は本組成物の主剤であり、一分子中に少なくとも２個のアルケニル基を有する
オルガノポリシロキサンである。（Ａ）成分のアルケニル基としては、ビニル基、アリル
基、ブテニル基、ペンテニル基、ヘキセニル基、ヘプテニル基が例示され、好ましくは、
ビニル基、ヘキセニル基である。このアルケニル基の結合位置としては、分子鎖末端、分
子鎖側鎖、分子鎖末端と分子鎖側鎖が例示される。また、（Ａ）成分中のアルケニル基以
外のケイ素原子に結合している基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基
、ペンチル基、ヘキシル基等のアルキル基；フェニル基、トリル基、キシリル基等のアリ
ール基；ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基；３－クロロプロピル基、３ ,３ ,３
－トリフルオロプロピル基等のハロゲン化アルキル基等のアルケニル基を除く置換もしく
は非置換の一価炭化水素基が例示され、好ましくは、メチル基、フェニル基である。この
ような（Ａ）成分の分子構造としては、直鎖状、一部分枝を有する直鎖状、分枝鎖状、網
状が例示され、（Ａ）成分はこれらの分子構造を有するオルガノポリシロキサンの二種以
上の混合物であってもよい。また、（Ａ）成分の２５℃における粘度は、５０～５００ ,
０００ mPa・ sの範囲内であることが好ましく、特に、１００～５０ ,０００ mPa・ sの範囲
内であることが好ましい。
【０００７】
このような（Ａ）成分としては、分子鎖両末端トリメチルシロキシ基封鎖ジメチルシロキ
サン・メチルビニルシロキサン共重合体、分子鎖両末端トリメチルシロキシ基封鎖メチル
ビニルポリシロキサン、分子鎖両末端トリメチルシロキシ基封鎖メチルビニルシロキサン
・メチルフェニルシロキサン共重合体、分子鎖両末端トリメチルシロキシ基封鎖ジメチル
シロキサン・メチルビニルシロキサン・メチルフェニルシロキサン共重合体、分子鎖両末
端ジメチルビニルシロキシ基封鎖ジメチルポリシロキサン、分子鎖両末端ジメチルビニル
シロキシ基封鎖メチルビニルポリシロキサン、分子鎖両末端ジメチルビニルシロキシ基封
鎖メチルフェニルポリシロキサン、分子鎖両末端ジメチルビニルシロキシ基封鎖ジメチル
シロキサン・メチルビニルシロキサン共重合体、分子鎖両末端ジメチルビニルシロキシ基
封鎖メチルビニルシロキサン・メチルフェニルシロキサン共重合体、分子鎖両末端ジメチ
ルビニルシロキシ基封鎖ジメチルポリシロキサン、分子鎖両末端ジメチルビニルシロキシ
基封鎖メチルビニルシロキサン・メチルフェニルシロキサン共重合体、分子鎖両末端ジメ
チルビニルシロキシ基封鎖メチルビニルシロキサン・ジフェニルシロキサン共重合体、Ｒ

3Ｓ iＯ 1 / 2単位とＳ iＯ 4 / 2単位からなるオルガノポリシロキサン、ＲＳ iＯ 3 / 2単位からな
るオルガノポリシロキサン、Ｒ 2Ｓ iＯ 2 / 2単位とＲＳ iＯ 3 / 2単位からなるオルガノポリシ
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ロキサン、Ｒ 2Ｓ iＯ 2 / 2単位とＲＳ iＯ 3 / 2単位とＳ iＯ 4 / 2単位からなるオルガノポリシオ
キサン、およびこれらのオルガノポリシロキサンの２種以上の混合物が例示される。なお
、上記のＲは置換もしくは非置換の一価炭化水素基であり、メチル基、エチル基、プロピ
ル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基等のアルキル基；ビニル基、アリル基、ブテニ
ル基、ペンテニル基、ヘキセニル基、ヘプテニル基等のアルケニル基；フェニル基、トリ
ル基、キシリル基等のアリール基；ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基；３－ク
ロロプロピル基、３ ,３ ,３－トリフルオロプロピル基等のハロゲン化アルキル基が例示さ
れ、但し、一分子中の少なくとも２個のＲはアルケニル基である。
【０００８】
（Ｂ）成分は（Ａ）成分の架橋剤であり、一分子中に少なくとも２個のケイ素原子結合水
素原子を有するオルガノポリシロキサンである。このケイ素原子結合水素原子の結合位置
としては、分子鎖末端、分子鎖側鎖、分子鎖末端と分子鎖側鎖が例示される。また、（Ｂ
）成分中のケイ素原子に結合する基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル
基、ペンチル基、ヘキシル基等のアルキル基；フェニル基、トリル基、キシリル基等のア
リール基；ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基；３－クロロプロピル基、３ ,３ ,
３－トリフルオロプロピル基等のハロゲン化アルキル基等のアルケニル基を除く置換もし
くは非置換の一価炭化水素基が例示され、好ましくは、メチル基、フェニル基である。こ
のような（Ｂ）成分の分子構造としては、直鎖状、一部分枝を有する直鎖状、分枝鎖状、
網状が例示され、（Ｂ）成分はこれらの分子構造を有するオルガノポリシロキサンの二種
以上の混合物であってもよい。また、（Ｂ）成分の２５℃における粘度は、１～５００ ,
０００ mPa・ｓの範囲内であることが好ましく、特に、５～１ ,０００ mPa・ｓの範囲内で
あることが好ましい。
【０００９】
このような（Ｂ）成分としては、分子鎖両末端トリメチルシロキシ基封鎖メチルハイドロ
ジェンポリシロキサン、分子鎖両末端トリメチルシロキシ基封鎖ジメチルシロキサン・メ
チルハイドロジェンシロキサン共重合体、分子鎖両末端トリメチルシロキシ基封鎖メチル
ハイドロジェンシロキサン・メチルフェニルシロキサン共重合体、分子鎖両末端トリメチ
ルシロキシ基封鎖ジメチルシロキサン・メチルハイドロジェンシロキサン・メチルフェニ
ルシロキサン共重合体、分子鎖両末端ジメチルハイドロジェンシロキシ基封鎖ジメチルポ
リシロキサン、分子鎖両末端ジメチルハイドロジェンシロキシ基封鎖メチルハイドロジェ
ンポリシロキサン、分子鎖両末端ジメチルハイドロジェンシロキシ基封鎖ジメチルシロキ
サン・メチルハイドロジェンシロキサン共重合体、分子鎖両末端ジメチルハイドロジェン
シロキシ基封鎖ジメチルシロキサン・メチルフェニルシロキサン共重合体、分子鎖両末端
ジメチルハイドロジェンシロキシ基封鎖ジメチルシロキサン・メチルハイドロジェンシロ
キサン・メチルフェニルシロキサン共重合体、Ｒ '3Ｓ iＯ 1 / 2単位とＳ iＯ 4 / 2単位からなる
オルガノポリシロキサン、Ｒ 'Ｓ iＯ 3 / 2単位からなるオルガノポリシロキサン、Ｒ '2Ｓ iＯ

2 / 2単位とＲ 'Ｓ iＯ 3 / 2単位からなるオルガノポリシロキサン、Ｒ '2Ｓ iＯ 2 / 2単位とＲ 'Ｓ i
Ｏ 3 / 2単位とＳ iＯ 4 / 2単位からなるオルガノポリシロキサン、およびこれらのオルガノポ
リシロキサンの２種以上の混合物が例示される。なお、上記のＲ 'はアルケニル基を除く
置換もしくは非置換の一価炭化水素基または水素原子であり、この一価炭化水素基として
は、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基等のアルキル
基；フェニル基、トリル基、キシリル基等のアリール基；ベンジル基、フェネチル基等の
アラルキル基；３－クロロプロピル基、３ ,３ ,３－トリフルオロプロピル基等のハロゲン
化アルキル基が例示され、但し、一分子中の少なくとも２個のＲ 'は水素原子である。
【００１０】
（Ｂ）成分の含有量は本組成物を硬化させるに十分な量であり、好ましくは、（Ａ）成分
中のアルケニル基１モルに対して、本成分中のケイ素原子結合水素原子が０ .１～１０モ
ルの範囲内となる量であり、特に好ましくは、これが０ .３～１０モルの範囲内となる量
である。これは、（Ｂ）成分の含有量が上記範囲の下限未満であると、得られる組成物が
十分に硬化しなくなる傾向があるからであり、一方、上記範囲の上限を超えると、得られ
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る組成物が硬化途上で発泡したり、また得られるシリコーンゴムの耐熱性が低下したりす
る傾向があるからである。
【００１１】
（Ｃ）成分は（Ａ）成分と（Ｂ）成分のヒドロシリル化反応による架橋を促進するための
白金系触媒である。このような（Ｃ）成分としては、白金黒、白金担持アルミナ粉末、白
金担持シリカ粉末、白金担持カーボン粉末、塩化白金酸、塩化白金酸のアルコール溶液、
白金のオレフィン錯体、白金のアルケニルシロキサン錯体、これらの白金系触媒をメチル
メタクリレート樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリスチレン樹脂、シリコーン樹脂等の熱
可塑性樹脂中に分散させて微粒子化した触媒が例示される。この白金系触媒を熱可塑性樹
脂中に分散させて微粒子化した触媒は、例えば、特開昭６４－４５４６８号公報（米国特
許第４ ,７６６ ,１７６号明細書）に記載されている。
【００１２】
（Ｃ）成分の含有量は本組成物の硬化を促進させるに十分な量であり、好ましくは、（Ａ
）成分と（Ｂ）成分の合計量に対して、（Ｃ）成分中の白金金属が重量単位で０ .１～１
０ ,０００ ppmの範囲内となる量である。これは、（Ｃ）成分の含有量が上記範囲の下限未
満であると、得られる組成物が十分に硬化しなくなる傾向があるからであり、一方、上記
範囲の上限を超えて配合しても、硬化は期待ほど促進されないからである。
【００１３】
（Ｄ）成分は本組成物を硬化して得られるシリコーンゴムに導電性を付与するための金属
系導電性充填剤である。この（Ｄ）成分としては、金、銀、ニッケル、銅等の金属微粉末
；セラミック、ガラス、石英、有機樹脂等の微粉末表面に金、銀、ニッケル、銅等の金属
を蒸着またはメッキした微粉末；およびこれらの２種以上の混合物が例示される。本組成
物において、硬化後に良好な導電性シリコーンゴムを得ることができることから、（Ｄ）
成分として銀微粉末を用いることが好ましい。この銀微粉末の形状としては、球状、フレ
ーク状、フレーク樹枝状が例示される。このような（Ｄ）成分の平均粒径は限定されない
が、好ましくは１～１００μｍの範囲内であり、特に好ましくは、１～５０μｍの範囲内
である。このような（Ｄ）成分は、福田金属箔粉工業株式会社製のシルコートＡｇＣ－７
４ＳＥ、シルコートＡｇＣ－２３７、シルコートＡｇＣ２１９０、株式会社徳力化学研究
所製のシルベストＴＣＧ－１、田中貴金属工業株式会社製のＡＹ６０３２として入手可能
である。
【００１４】
（Ｄ）成分の含有量は、（Ａ）成分１００重量部に対して５０～５ ,０００重量部の範囲
内であり、好ましくは、３００～３ ,０００重量部の範囲内である。これは、（Ｄ）成分
の含有量が上記範囲の下限未満であると、得られる組成物を硬化してなるシリコーンゴム
の導電性が十分でなくなる傾向があり、一方、上記範囲の上限を超えると、得られる組成
物の加工性が悪化する傾向があるからである。
【００１５】
（Ｅ）成分は本組成物の特徴的な成分であり、本成分の配合による増粘が少なく、圧縮永
久歪の小さい高導電性シリコーンゴムを形成するための球状シリコーンゴム粒子であり、
界面活性剤の含有量が０ .３重量％以下であることを特徴とする。一般に、球状シリコー
ンゴム粒子は、界面活性剤水溶液中でシリコーンゴム組成物を乳化状態で硬化した後、こ
れをスプレー乾燥等により水分を除去することにより得られるが、このようにして得られ
る球状シリコーンゴム粒子は、前記界面活性剤の含有量が０ .５重量％以上である。その
ため、このような球状シリコーンゴム粒子を（Ａ）成分や（Ｂ）成分に配合すると、得ら
れる組成物が著しく増粘し、均一な組成物を調製できないという問題がある。これに対し
て、界面活性剤の含有量が０ .３重量％以下である球状シリコーンゴム粒子では、このよ
うな問題がないことがわかった。また、（Ｅ）成分の平均粒径は限定されないが、好まし
くは、０ .１～５００μｍの範囲内であり、特に好ましくは、０ .５～３００μｍの範囲内
である。
【００１６】
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このような（Ｅ）成分を調製する方法としては、例えば、液状シリコーゴム組成物を界面
活性剤により温度０℃～２５℃の範囲で水中に乳化して水性エマルジョンを形成し、しか
る後、前記エマルジョンを温度２５℃以上の水中に分散させて液状シリコーンゴム組成物
を粒状に硬化させたり（特開昭６２－２４３６２１号公報；米国特許第４ ,７４２ ,１４２
号明細書参照）、一分子中にケイ素原子結合ヒドロキシル基を少なくとも２個有するオル
ガノポリシロキサン、一分子中にケイ素原子結合水素原子を少なくとも２個有するオルガ
ノポリシロキサン、硬化触媒、および一分子中に少なくとも１個の不飽和炭化水素基を有
するエポキシ化合物からなるシリコーンゴム組成物を界面活性剤水溶液中に乳化し、次い
で高温の液体または気体と接触させてシリコーンゴム組成物を粒状に硬化させたり（特開
昭６４－５６７３５号公報；米国特許第４ ,８４９ ,５６４号明細書）、一分子中にアルケ
ニル基を少なくとも２個有するオルガノポリシロキサン、一分子中にケイ素原子結合水素
原子を少なくとも２個有するオルガノポリシロキサンからなるシリコーンゴム組成物を界
面活性剤水溶液中に乳化した後、これに白金系触媒を添加して、シリコーンゴム組成物を
粒状に硬化させたり（特開平１０－２９８３０２号公報；米国特許第５ ,９６９ ,０３９号
明細書参照）、あるいは一分子中に少なくとも２個のシラノール基を有するオルガノポリ
シロキサン、および架橋剤からなる縮合反応架橋性シリコーンゴム組成物を界面活性剤水
溶液中に乳化した後、これに界面活性剤水溶液中に乳化した縮合反応用触媒を添加して、
シリコーンゴム組成物を粒状に硬化する方法（特開２００１－２４０６７９号公報参照）
等により得られた球状シリコーンゴム粒子の水系サスペンジョンを、スプレードライヤー
等で乾燥して球状シリコーンゴム粒子を調製し、次いで、この球状シリコーンゴム粒子を
水中あるいはアルカリ水中で攪拌した後、水を除去し、再度、水中で攪拌し、遠心分離機
等で脱水し、必要に応じて、低級アルコール溶液中で攪拌した後、遠心分離機等でアルコ
ールを除去し、ドライヤーで乾燥する方法、上記の球状シリコーンゴム粒子の水系サスペ
ンジョンを濾過して、球状シリコーンゴム粒子を回収し、次いで、この球状シリコーンゴ
ム粒子を水中あるいはアルカリ水中で攪拌した後、水を除去し、再度、水中で攪拌し、遠
心分離機等で脱水し、必要に応じて、低級アルコール溶液中で攪拌した後、遠心分離機等
でアルコールを除去し、ドライヤーで乾燥する方法が挙げられる。
【００１７】
（Ｅ）成分の含有量は、（Ａ）成分１００重量部に対して５～５００重量部の範囲内であ
り、好ましくは１０～３００重量部の範囲内である。これは、（Ｅ）成分の含有量が上記
範囲の下限未満であると、低硬度で圧縮永久歪が小さい高導電性のシリコーンゴムを形成
できなくなるからであり、一方、上記範囲の上限を超えると、均一な組成物を調製するこ
とが難しいからである。
【００１８】
本組成物には、その他任意の成分として、本組成物の硬化反応を調整するために（Ｆ）反
応抑制剤を含有してもよい。この（Ｆ）成分としては、１－エチニル－１－シクロヘキサ
ノール、２－メチル－３－ブチン－２－オール、２－フェニル－３－ブチン－２－オール
、２－エチニルイソプロパノール、２－エチニルブタン－２－オール、３ ,５－ジメチル
－１－ヘキシン－３－オール等のアセチレン系アルコール類；トリメチル (３ ,５－ジメチ
ル－１－ヘキシン－３－オキシ )シラン、メチルビニルビス (３－メチル－１－ブチン－３
－オキシ )シラン、 ((１ ,１－ジメチル－２－プロピニル )オキシ )トリメチルシラン等のシ
リル化アセチレン系アルコール類；ジアリルマレート、ジメチルマレート、ジエチルフマ
レート、ジアリルフマレート、ビス (メトキシイソプロピル )マレート等の不飽和カルボン
酸エステル類；２－イソブチル－１－ブテン－３－イン、３ ,５－ジメチル－３－ヘキセ
ン－１－イン、３－メチル－３－ペンテン－１－イン、３－メチル－３－ヘキセン－１－
イン、１－エチニルシクロヘキセン、３－エチル－３－ブテン－１－イン、３－フェニル
－３－ブテン－１－イン等の共役ｅｎｅ－ｙｎｅ類；１ ,３ ,５ ,７－テトラメチル－１ ,３
,５ ,７－テトラビニルシクロテトラシロキサン等のビニルシクロテトラシロキサン類が例
示される。このような（Ｆ）成分の含有量は限定されないが、好ましくは、（Ａ）成分１
００重量部に対して０ .００１～５重量部の範囲内である。
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【００１９】
また、本組成物には、その加工性を向上させるため（Ｇ）有機溶剤を含有してもよい。こ
のような（Ｇ）成分はヒドロシリル化反応を阻害しないものであればよく、ｏ－キシレン
、ｍ－キシレン、ｐ－キシレン、１，２，４－トリメチルベンゼン、１，３，５－トリメ
チルベンゼン、１，２，４，５－テトラメチルベンゼン、ｎ－ドデシルベンゼン、シクロ
ヘキシルベンゼン等の芳香族炭化水素化合物；ｎ－デカン、ｉ－デカン、ｎ－ウンデカン
、ｎ－ドデカン、ｎ－トリデカン、ｎ－テトラデカン、シクロオクタン等の鎖状もしくは
環状の脂肪族炭化水素化合物もしくはこれらの二種以上の混合物からなるパラフィン系混
合溶剤やイソパラフィン系混合溶剤；安息香酸エチル、フタル酸ジエチル等のエステル化
合物；ジブチルエーテル、アニソール、フェネトール等のエーテル化合物、およびこれら
の有機溶剤の二種以上の混合物が例示される。この（Ｇ）成分は、（Ｃ）成分として、白
金系触媒をメチルメタクリレート樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリスチレン樹脂、シリ
コーン樹脂等の熱可塑性樹脂中に分散させて微粒子化した触媒を用いた場合には、これら
の熱可塑性樹脂を溶解しないような有機溶剤が好ましい。
【００２０】
（Ｇ）成分の含有量は任意量であるが、（Ａ）成分～ (Ｅ )成分の合計１００重量部に対し
て０ .１～１００重量部の範囲内であることが好ましく、さらには、０ .１～５０重量部の
範囲内であることが好ましく、特には、０ .１～１０重量部の範囲内であることが好まし
い。これは、（Ｇ）成分の含有量が、上記範囲の下限未満であると、得られる組成物の加
工性を十分に向上させることができなくなる傾向があり、一方、上記範囲の上限を超える
と、得られる組成物中で（Ｄ）成分が分離しやすくなる傾向があるからである。
【００２１】
また、本組成物には、加工性を調整したり、また得られるシリコーンゴムの物理特性を調
整するために、ヒュームドシリカ、湿式シリカ、カーボンブラック等の補強性充填剤；焼
成シリカ、粉砕石英、二酸化チタン等の非補強性充填剤；その他、接着促進剤、難燃剤、
熱安定剤、顔料、染料を含有してもよい。
【００２２】
本組成物は、低硬度、低圧縮永久歪の高導電性シリコーンゴムを形成するために球状シリ
コーンゴム粒子を高充填しても、加工性の良好な導電性シリコーンゴム組成物とすること
ができるので、低応力で高導電率（低抵抗率）が要求される導電性シリコーンゴムを形成
するための原料として好適であり、また、導電性接着剤、放熱性接着剤、電磁波シールド
剤として好適である。本組成物は、取扱作業性が優れるので、加圧成形、トランスファー
成形、射出成形、カレンダー成形等の成形方法に適用できる。このようにして得られるシ
リコーンゴムは、高導電、高放熱で低硬度、低圧縮永久歪であるので、フレキシブルコネ
クターや異方導電性フィルム等の各種電極材料、シートやパッド状の放熱材料として好適
である。
【００２３】
【実施例】
本発明の導電性シリコーンゴム組成物を実施例、比較例により詳細に説明する。なお、実
施例中の粘度は２５℃における値である。なお、導電性シリコーンゴム組成物の２５℃に
おける粘度は、Ｅ型回転粘度計（株式会社トキメック製のＤＶＵ－Ｅ II型）により測定し
た。また、導電性シリコーンゴムの硬さ、圧縮永久歪、抵抗率は次のようにして測定した
。
【００２４】
導電性シリコーンゴム組成物を９０℃で５分間圧縮成型し、続いて１５０℃で２時間熱処
理して、厚さ１ mmのシート状の導電性シリコーンゴムと、直径２８ mm、厚さ１２ mmの円柱
状の導電性シリコーンゴムを作製した。この導電性シリコーンゴムの硬さは、ＪＩＳ　Ｋ
　６２５３に規定のタイプＡデュロメータにより測定した。また、この導電性シリコーン
ゴムの圧縮永久歪は、ＪＩＳ　Ｋ　６２６２に規定の圧縮永久ひずみ試験（試験片を圧縮
する割合：２５％；試験温度：１５０℃；試験時間：２２時間）により測定した。また、
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この導電性シリコーンゴムの抵抗率は、ＪＩＳ　Ｋ　７１９４に規定の四探針法により測
定した。
【００２５】
［参考例１］
２５℃における粘度が４００ mPa・ sであるヒドロシリル化反応硬化型シリコーンゴム組成
物（硬化して、ＪＩＳ　Ｋ　６２５３に規定されるタイプＡデュロメータ硬さが３７であ
るシリコーンゴムを形成する。）１００重量部を５℃で均一に混合して、これに２５℃の
純水（電気伝導度＝０ .２μＳ／ cm）２００重量部およびポリオキシエチレンノニルフェ
ニルエーテル（ＨＬＢ＝１３ .１）４重量部と速やかに混合した後、ホモジナイザー（３
００ kgf／ cm2）を通して均一なシリコーンゴム組成物の水系エマルジョンを調製した。
【００２６】
次ぎに、このシリコーンゴム組成物の水系エマルジョンを３０℃で６時間静置してシリコ
ーンゴム粉末の水分散液とした。このシリコーンゴム粉末の水分散液を８０℃で１時間加
熱した後、温度３００℃の空気中に吐出量３リットル／時間の条件でスプレードライして
、数平均粒子径が４μｍである球状シリコーンゴム粒子を調製した。
【００２７】
この球状シリコーンゴム粒子１０ｇとイソプロピルアルコール溶液１００ｇをホモディス
パーにより１０００ rpmで１０分間攪拌し、さらに５００ rpmで１０分間攪拌した後、これ
を室温で１２時間放置した。その後、この分散液を濾紙により濾過して、濾液を採取した
。この濾液をエバポレーターにより８０℃で７０ mmHgの条件下でイソプロピルアルコール
を留去した後、得られた残分中の界面活性剤の量をプロトン核磁気共鳴スペクトル分析に
より求めた。その結果、球状シリコーンゴム粒子に含有される界面活性剤（ポリオキシエ
チレンノニルフェニルエーテル）の含有量は０ .５重量％であることが確認された。
【００２８】
［参考例２］
参考例１で調製した球状シリコーンゴム粒子１０重量部を、１重量％－水酸化ナトリウム
水溶液０ .２重量部と純水（電気伝導度＝０ .２μＳ／ cm）１００重量部の混合液と共に室
温でホモディスパーにより３ ,０００ rpmで１時間攪拌した後、１ .５時間静置した。その
後、この球状シリコーンゴム粒子を濾紙により濾過した。濾別した球状シリコーンゴム粒
子のスラリーを純水（電気伝導度＝０ .２μＳ／ cm）１００重量部と共に再びホモディス
パーで１時間攪拌した後、１ .５時間静置した。その後、この球状シリコーンゴム粒子を
濾別し、純水で洗浄する操作を２回行って、球状シリコーンゴム粉末のスラリーを調製し
、これを１００℃のオーブン中で乾燥した。この球状シリコーンゴム粒子に含有される界
面活性剤（ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル）の含有量を上記と同様の方法に
より測定したところ、０ .１重量％であることが確認された。
【００２９】
［実施例１］
（Ａ）成分として、粘度が４０ ,０００ mPa・ sである分子鎖両末端ジメチルビニルシロキ
シ基封鎖ジメチルポリシロキサン（ビニル基の含有量＝０ .１重量％）１００重量部、（
Ｂ）成分として、平均単位式：
[(ＣＨ 3 )2ＨＳ iＯ 1 / 2 ]1 . 6 (Ｓ iＯ 4 / 2 )1 . 0
で示されるオルガノポリシロキサン（ケイ素原子結合水素原子の含有量＝１ .０重量％）
０ .８重量部｛（Ａ）成分中のビニル基１モルに対して、本成分中のケイ素原子結合水素
原子が２モルとなる量｝、（Ｃ）成分として、白金の１ ,３－ジビニルテトラメチルジシ
ロキサン錯体を軟化点８０～９０℃の熱可塑性シリコーン樹脂中に分散して微粒子化した
、平均粒径２μｍの白金系触媒１４重量部｛前記（Ａ）成分と前記（Ｂ）成分の合計に対
して、触媒中の白金金属が重量単位で２３０ ppmとなる量である。｝、（Ｄ）成分として
、平均粒径が７μｍであり、比表面積が０ .７ｍ 2／ｇであるフレーク状銀微粉末（福田金
属箔粉工業株式会社製の商品名シルコートＡｇＣ２１９０）６００重量部、（Ｅ）成分と
して、参考例２で調製した球状シリコーンゴム粒子１００重量部、および（Ｆ）成分とし
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て、メチルビニルビス (３－メチル－１－ブチン－３－オキシ )シラン０ .０７重量部を均
一に混合して導電性シリコーンゴム組成物を調製した。
【００３０】
［比較例１］
実施例１において、参考例２で調製した球状シリコーンゴム粒子の代わりに参考例１で調
製した球状シリコーンゴム粒子を同量配合した以外は実施例１と同様にして導電性シリコ
ーンゴム組成物を調製しようとしたが、粘度上昇が著しく、均一な組成物を調製すること
ができなかった。
【００３１】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３２】
表１の結果から、界面活性剤の含有量が０ .１重量％である球状シリコーンゴム粒子は、
界面活性剤の含有量が０ .５重量％である球状シリコーンゴム粒子に比較して、これを同
量配合した導電性シリコーンゴム組成物を増粘させず、均一な組成物を調製できることが
わかった。
【００３３】
［実施例２］
（Ａ）成分として、粘度が４０ ,０００ mPa・ sである分子鎖両末端ジメチルビニルシロキ
シ基封鎖ジメチルポリシロキサン（ビニル基の含有量＝０ .１重量％）１００重量部、（
Ｂ）成分として、平均単位式：
[(ＣＨ 3 )2ＨＳ iＯ 1 / 2 ]1 . 6 (Ｓ iＯ 4 / 2 )1 . 0
で示されるオルガノポリシロキサン（ケイ素原子結合水素原子の含有量＝１ .０重量％）
０ .８重量部｛（Ａ）成分中のビニル基１モルに対して、本成分中のケイ素原子結合水素
原子が２モルとなる量｝、（Ｃ）成分として、白金の１ ,３－ジビニルテトラメチルジシ
ロキサン錯体を軟化点８０～９０℃の熱可塑性シリコーン樹脂中に分散して微粒子化した
、平均粒径２μｍの白金系触媒１４重量部｛前記（Ａ）成分と前記（Ｂ）成分の合計に対
して、触媒中の白金金属が重量単位で２３０ ppmとなる量である。｝、（Ｄ）成分として
、平均粒径が７μｍであり、比表面積が０ .７ｍ 2／ｇであるフレーク状銀微粉末（福田金
属箔粉工業株式会社製の商品名シルコートＡｇＣ２１９０）６００重量部、（Ｅ）成分と
して、参考例２で調製した球状シリコーンゴム粒子５０重量部、（Ｆ）成分として、メチ
ルビニルビス (３－メチル－１－ブチン－３－オキシ )シラン０ .０７重量部、および（Ｇ
）成分として、イソパラフィン系溶剤（日本石油化学株式会社製の商品名アイソゾール４
００Ｋ）３６重量部を均一に混合して導電性シリコーンゴム組成物を調製した。
【００３４】
［実施例３］
実施例２において、参考例２で調製した球状シリコーンゴム粒子の配合量を１００重量部
とした以外は実施例２と同様にして導電性シリコーンゴム組成物を調製した。
【００３５】
［実施例４］
実施例２において、参考例２で調製した球状シリコーンゴム粒子の配合量を１５０重量部
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とした以外は実施例２と同様にして導電性シリコーンゴム組成物を調製した。
【００３６】
［比較例２］
実施例２において、参考例２で調製した球状シリコーンゴム粒子の代わりに参考例１で調
製した球状シリコーンゴム粒子を同量配合した以外は実施例２と同様にして導電性シリコ
ーンゴム組成物を調製した。
【００３７】
［比較例３］
実施例３において、参考例２で調製した球状シリコーンゴム粒子の代わりに参考例１で調
製した球状シリコーンゴム粒子を同量配合した以外は実施例３と同様にして導電性シリコ
ーンゴム組成物を調製しようとしたが、粘度上昇が著しく、均一な組成物を調製すること
ができなかった。
【００３８】
［比較例４］
実施例４において、参考例２で調製した球状シリコーンゴム粒子の代わりに参考例１で調
製した球状シリコーンゴム粒子を同量配合した以外は実施例４と同様にして導電性シリコ
ーンゴム組成物を調製しようとしたが、粘度上昇が著しく、均一な組成物を調製すること
ができなかった。
【００３９】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４０】
表２の結果から、界面活性剤の含有量が０ .１重量％である球状シリコーンゴム粒子は高
充填しても、加工性のよい導電性シリコーンゴム組成物を形成することができることがわ
かった。一方、界面活性剤の含有量が０ .５重量％である球状シリコーンゴム粒子を高充
填しようとすると、粘度が著しく増加し、均一な導電性シリコーンゴム組成物を調製する
ことが困難となることがわかった。また、表２の結果から、導電性シリコーンゴムの抵抗
率、硬さは、球状シリコーンゴム粒子の含有量によらずほぼ一定であるのに対し、球状シ
リコーンゴム粒子の添加量が増加するに従って、圧縮永久歪が小さくなることがわかった
。特に、実施例３（球状シリコーンゴム粒子を、分子鎖両末端ジメチルビニルシロキシ基
封鎖ジメチルポリシロキサン１００重量部に対して１５０重量部含有する導電性シリコー
ンゴム組成物）において、高導電性を示すと同時に、従来以上に圧縮永久歪が小さい導電
性シリコーンゴムが得られることがわかった。
【００４１】
【発明の効果】
本発明の導電性シリコーンゴム組成物は、金属系導電性充填剤および球状シリコーンゴム
粒子を含有し、該ゴム粒子の配合による増粘が少なく、圧縮永久歪が小さい高導電性シリ
コーンゴムを形成できるという特徴がある。
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